
令和７年度第１回福祉有償運送運営協議会　協議事項に関する回答

構成員選出元団体 ご意見等 事務局回答

1 国土交通省東北運輸局山形運輸支局
首席運輸
企画専門官

遠山　健
意見等なし。

2 中山町民生委員児童委員協議会※輪番 会長 増川　喜久彌
意見等なし。

3 ＮＰＯ法人山形県腎友会 副会長 海老原　勉
意見等なし。

4 社会福祉法人上山市社会福祉協議会※輪番
主任兼主任
相談支援員

加藤　律子
意見等なし。

5 山形県ハイヤー協会 会長 石川　康夫
意見等なし。

6 山形地区ハイヤー協議会 幹事会社
代表 戸田　広志
意見等なし。

7 全国自動車交通労働組合連合会山形地方本部 執行委員長 遠藤　栄二
意見等なし。

8 全国交通運輸労働組合総連合山形県支部 副委員長 伊藤　圭一
意見等なし。

9 山形地区福祉有償運送実施団体連絡協議会 代表 本間　博

　今般、福祉有償運送の利用者登録に際し、ロ、ハ、ホ、ヘ及びトに該当する
者については、確認方法として医師や福祉・介護の専門職での判断において
確認することも可能　となりました。しかし、「東南村山地域福祉有償運送の
利用に関する要領」では「日常生活自立度」を判断基準とすることを定めてお
り、医師や福祉・介護の専門職での判断と「日常生活自立度」が異なる判断と
なってしまうことも今後想定されます。全国的に“ローカルルール”の撤廃が
国土交通省から全国の地方運輸支局に指示されており、このような「日常生
活自立度」を判断基準としている東南村山地域福祉有償運送の利用に関す
る要領」が問題視されることも考えられます。この際、「東南村山地域福祉有
償運送の利用に関する要領」の「日常生活自立度」を判断基準としている条
文の削除や変更が必要かと思います。
　従って、運用時期については上記課題の協議と「東南村山地域福祉有償運
送の利用に関する要領」の変更後が望ましいと考えます。

　ご意見ありがとうございます。専門職の判断を必要とする場合は、事務局で
身体状況が利用対象者に該当するか判断ができない方や難しい方等の場合
を想定しております。具体的には、以下のような場合を想定しております。
【想定】
①要介護度等や障がい等級等がない方等（認定や手帳を申請中もしくは調
査中等の方も含む。）で、事務局が身体状況を確認できない方。
②身体状況が転倒や疾病等の理由により変化した方で、事務局が確認でき
る情報（認定調査書類等）で利用判断するのが適当でない方。
このような場合において、専門職の判断をいただく想定です。また、専門職の
判断があった場合においても、事務局の方で利用が適当かどうかを、要領に
記載の判断基準に基づいて判断いたします。
　そのため、様式変更による要領上の判断と専門職との判断が、異なること
を想定しておらず、要領の変更等の必要性は考えておりません。この回答に
特段のご異議等なければ、新しい様式での運用を考えておりますが、改めて
次回の運営協議会で、構成員・運送団体の皆様に新様式の取り扱いについ
てご報告させていただきたいと思いますので、どうぞよろしくお願いいたしま
す。

10 山形市長寿支援課
課長
（会長）

阿部　伸也
　議長のため回答権なし

11 上山市健康推進課 課長 佐々木　慶

　様式変更、運用時期については、承認します。
　なお、新様式の確認者の記載内容の真偽は、各自治体で判断することでよ
いのか、ご教示願います。

　お見込のとおり、記載内容の真偽については各自治体の市町事務局で判
断をお願いいたします。

12 天童市社会福祉課
課長

（副会長）
結城　篤彦

意見等なし。

13 山辺町保健福祉課 課長 佐藤　春美
意見等なし。

14 中山町健康福祉課 課長 栗原　純

①新様式の「状況確認※」欄及び「その他※」欄について、「※記載の欄につ
いては、記入を必須としない」と注記されているが、当該欄のいずれにも何ら
記入がない場合、利用対象者と確認した根拠が不明となるがどうか。

②本制度は「道路運送法施行規則」第49条第1項第２号のイからトに掲げる
者のうち、「他人の介助によらずに移動することが困難であると認められ、か
つ、単独でタクシーその他の公共交通機関を利用することが困難な者」等を
利用対象者と判定する必要がある。ロ、ハ、ホ、ヘ及びトに係る確認者（医師
や福祉・介護の専門職）に該当要件を正しく理解していただけるよう、様式変
更以上の措置が必要と考えるがどうか。

③令和６年度第２回運営協議会の会議録には、現行の確認手段として「判断
フローチャート」が用いられているとの記載があるが、確認者（医師や福祉・
介護の専門職）用の「判断フローチャート」等を用意する考えはあるか。

①状況確認欄には、身体状況が利用対象者に該当するか判断ができない方
や難しい方等について、確認者である医師や福祉・介護の専門職で判断が
あった場合に記入していただくことを想定しております。そのため、要介護度
等や障がい等級等があり、利用対象者かどうか判断できる場合については、
状況確認欄の記入を必要としない想定でおります。

②ご指摘のとおり、確認者である医師や福祉・介護の専門職の方が、福祉有
償運送の趣旨および利用対象となる方を理解した上で記載していただく必要
があると考えております。判断する上で必要となる福祉有償運送の正しい制
度の周知については、各市町事務局と共有し、行っていきたいと思います。

③現在、事務局では確認者用の「判断フローチャート」の作成を考えておりま
せん。

構成員（敬称略）

別紙


